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１． はじめに 

近年、河川管理者の呼びかけにより取組みが広がっ

ている「河川を基軸とした生態系ネットワーク形成」1）

は、川の中だけでなく流域を対象に、多様な主体と連

携して取組むことが大きな特徴で、全国に関連する協

議会が設置され、地域・流域ごとに整備や対策が進め

られている。 

一方、令和 3年 5 月 10 日に公布された国会付帯決議

（第 204 回国会閣法第 18 号）には、「流域治水の取組

においては、自然環境が有する多様な機能を活かすグ

リーンインフラの考えを推進し、災害リスクの低減に

寄与する生態系の機能を積極的に保全又は再生するこ

とにより、生態系ネットワークの形成に貢献すること」

が盛り込まれ、「流域治水」と合わせた「生態系ネット

ワークの形成」の推進が求められている。 

今後、取組みが加速する流域治水と連動させ、継続

的に治水と環境の一体的な整備・対策を進めていくた

めには、これまでの取組みで得られたノウハウの共有、

あるいは新たな知見や技術を活用することで、生態系

ネットワーク形成をより一層、効果的・効率的に展開

していく必要がある。 

本検討では、生態系ネットワーク形成の生態系保全

に関する評価手法に着目し、河川管理あるいは流域管

理の適切な段階で適切な評価の導入ができるよう、河

川を基軸とした生態系ネットワークの評価に関する事

例を収集し、評価の考え方、導入段階、活用方法、評価

手法などを検討、整理して、その結果を手引きとして

とりまとめた。本稿ではその概要を報告する。 

 

２． 評価の導入段階、活用方法の整理 

科学的な根拠に基づいた評価、特に定量的な評価を

用いることで、優先的な保全・対策箇所の抽出、有効

な対策の選定、取組効果の把握などが可能になる。こ

のことから、評価を河川管理、流域管理の取組みのフ

ローに適切に組込むことで、効果的・効率的な生態系

ネットワーク形成につなげることが期待できる。取組

みフローの中での評価導入の段階と活用方法について

検討、整理した。 

２－１ 流域管理の中での評価導入の段階 

生態系ネットワークは河道内で完結しないことも多

いことから、その形成は流域管理の中で取組んでいく

必要がある。しかし、現状では多様な主体が参加する

流域管理については確立したスキームがあるわけでは

ないことから、まず、河川管理の一般的な流れを基に

河川を基軸とした生態系ネットワーク形成のための全

体的な取組みの流れを整理し、それに沿った評価導入

の段階を検討した（図－１）。 

評価導入には、現状把握、目標設定を行う計画段階

（事前評価）と取組効果を把握するモニタリング段階

（事後評価）の大きく二つの段階がある。このうち、

事前評価については、流域規模の広域を対象とした俯

瞰的な評価の重要性が有識者からなる検討会で指摘さ

れた。河道改修と併せた環境整備など実行性の高い対

策が優先される傾向がある中で、生態系保全の観点か

ら流域を対象に優先的な保全・対策箇所を抽出し、戦

略的に生態系ネットワーク形成を進める観点を共有し

ていくことが重要である。 

一方、実際の河川管理では、計画段階は、流域・水系

を対象とした河川整備計画などの上位計画と地先や一

定区間を対象とした事業計画の 2 回で検討されること

が多い。 

このことから、流域管理においても計画段階での事

前評価を 2 回にわけ（事前評価Ⅰ、Ⅱ）、重要性の指摘

された流域・水系など広域スケールに対応する事前評

価Ⅰを明示し、3つの評価導入段階を設定した。 

事前評価Ⅰは、流域など広範囲を対象とした目標設

定や優先的な保全・対策箇所の選定などに活用でき、

取組みの効果や効率性に大きく影響する。現状では、

この段階での評価が実施されている事例は少ないが、

流域治水の促進が強く打ち出されていることからも、

今後、この段階での評価導入の必要性はますます高ま

ると考えられる。 
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※1：実施計画等の検討からのフィードバック（必要な調査の実施） 

図－１ 生態系ネットワーク形成の流れと評価 

 

２－２ 評価の活用方法 

前項で示した評価導入の段階と対応する評価の活用

方法 10 種を検討、整理した（表－１）。事前評価に対

応する活用方法として、①現状把握、②目標設定、③

優先保全・対策箇所の抽出、④指標種の検討、⑤対策

検討、⑥生息ポテンシャルマップなど合意形成ツール

の作成、の 6種を挙げた。 

なお、事前評価Ⅰ、Ⅱでは、活用方法が重複してい

るが、対象とする範囲の大きさ、期間の長さが異なっ

ている。例えば、事前評価Ⅰでは、コウノトリの復帰

を目標とした流域など広域を対象とした生息ポテンシ

ャルの評価、事前評価Ⅱでは、魚類の多様性保全を目

標とした魚道設置に対して、予定地周辺など局所的な

魚類相調査で現状把握することなどを想定している。 

生態系ネットワーク形成で特徴的なのは、④指標種

の検討、⑥生息ポテンシャルマップなど合意形成ツー

ルの作成で、④は対象流域・地域における過去の生息

状況や、現状で生息環境としての適性（生息ポテンシ

ャル）のある範囲が十分にあるかといった評価から、

設定しようとする指標種の妥当性を検討すること、⑥
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は対象とする流域・地域で指標種の生息適地を可視化

した生息ポテンシャルマップを作成し、多様な主体と

取組みの根拠を共有することで合意形成を図ることな

どが該当する。 

生息ポテンシャルマップは、生態系ネットワーク形

成にあたって特に着目すべきツールで、事前評価の活

用方法では⑥のほかに①③④の用途でも活用でき、円

山川、九頭竜川、吉野川などで導入実績がある（図－

２）。 

事後評価については、表－１に示す 4 種の中で⑦事

業効果の把握が基本となる。事前評価の①現状把握と

併せて、生物種数の増加などを指標に事業の前後を比

較して評価するケースが多いが、造成した遊水地の生

物多様性を水路、池沼など他の水域と比較することで

評価した千歳川、夕張川流域の研究事例 2）などもある。 

環境や生物の応答には年単位の時間経過が必要な場

合も多いことから、事業効果の把握では事業後のモニ

タリング、評価の期間設定についても検討する必要が

ある。 

事後評価の課題の一つは、継続的なモニタリングや

その評価結果を踏まえた維持管理、改善策の実施など

長期的な対応に結び付くケースが少ないことである。 

環境要因ごとに改善効果を分析、評価すれば、より

効果的な改善策や PDCA サイクルにつなげることもで

きる。PDCA サイクルに関する事例は少ないが、佐渡島

における「朱鷺と暮らす郷づくり」の認証制度などト

キの生息環境にとって重要な環境要因の分析結果を基

に対策の改善を図っている事例（新潟大学 関島教授提

供）などがあり、評価の導入に加えて関係機関や市民

との連携体制を確立している点が特徴である。 

 

表－１ 評価導入ポイントと活用方法の整理 

評価活用方法 事前評価Ⅰ/Ⅱ 事後評価 

①現状把握 ●  

②目標設定 ●  

③優先保全・対策箇所

の抽出 
●  

④指標種の検討 ●  

⑤対策検討 ●  

⑥生息ポテンシャル

マップなど合意形

成ツールの作成 

●  

⑦事業効果の把握  ● 

⑧広報  ● 

⑨改善策検討  ● 

⑩PDCA  ● 

 

 

図－２ 九頭竜川流域におけるコウノトリの生息ポ 

テンシャルマップ 

（出典：福井河川国道事務所（2017.5.22）記者発表資料） 

 

３． 評価手法の整理 

関連する文献、全国の導入事例を基に魚類、鳥類を

対象とした生態系ネットワークの評価手法を整理した。 

評価手法は、現場への導入実績の多い調査結果を基

にした“直接的な評価”と、環境要因の情報から生物

の生息地としての適性（生息ポテンシャル）を推定す

る“間接的な評価”の大きく二つに分類され、その他、

国内での導入実績は確認できなかったものの、生態系

ネットワークそのものを評価するグラフ理論を用いた

手法などを整理した 3）。以下に“直接的な評価”と“間

接的な評価”を概説する。 

３－１ 直接的な評価 

一般的に取組みの前後の環境要因や生物の種数・現

存量の変化を測定、調査し、それらの増減傾向などか

ら評価する「直接的な評価方法」は結果がわかりやす

く、実際の導入実績も多い。主な対象は微環境～小流

域のスケールであり、ワンドの創出や堰の魚道設置な

ど、局所的な対策の効果を把握するのに有効な評価方

法であり、主に事後評価で使われる。 

水域の連続性では、魚道改築により遡上可能となる

延長など縦断方向の評価が従来から行われているが、

円山川の事例は、「河川-水路-水田の連続性が確保でき

た水田面積」を評価項目として、堤内外の水域連続性

を評価している点で注目される（図－３）。 

生物を調査する手法は、魚道設置やワンド整備の効

果を把握するために、整備前後での種数や魚類相の比
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較が多くの現場で取り入れられている。遠賀川では、

樋門の落差解消とあわせ川表、川裏の環境整備を行い、

事業前後の魚類相の比較をしているが、「河川に生息し

産卵のために氾濫原的環境、農業用水路を遡上する魚

類」など指標性を持った魚類ごとに種数、個体数を比

較することでより適切な効果把握ができている。 

調査による「直接的な評価手法」の課題としては、

データを取得するための調査負担が大きいことなどか

ら、調査、評価範囲が限定されることが挙げられる。

この課題の一つの解決策として、例えば、生物種を調

査する手法では、近年、技術的な発展が注目されてい

る環境 DNA による調査が期待されている。 

 

図－２ 円山川における河川-水路―水田の連続性

の評価事例 

（出典：都築他，生態系ネットワークを念頭においた円山

川水系の自然再生～事業実施状況の報告～，リバーフロ

ント研究所報告第27号，pp.72-78，2016 をもとに作成） 

 

３－２ 間接的な評価 

間接的な評価は、在・不在や個体数など生物情報の

ある範囲や地点数が限られているという現状の課題に

対して、広域で統一的なオープンデータ等が整備され

ている物理指標（環境要因）をもとに生息ポテンシャ

ルを推定し、代替評価することで、生物情報の不足を

補い広範囲を評価できる点で優れている。 

このことから、間接的な評価手法は特に流域全体を

俯瞰して上位計画を検討する事前評価Ⅰに適している。

先述の円山川、九頭竜川、吉野川の事例では、それぞ

れ生物多様性、コウノトリ、マナヅルを指標に生息ポ

テンシャルマップを作成し、優先的な対策箇所を設定

している。さらに、岐阜県の事例では、農業用水路の

落差の有無と魚種数の関係性を膨大な調査結果から整

理し、それを基に落差の改善効果（増加が期待される

魚種数）を事前に予測し、実行性を踏まえ、より効果

の高い農業用水路から優先的に整備する戦略で取組ん

でいる。 

上位計画の段階でこうした評価技術を導入し、広域

でより効果的な優先対策箇所を設定することは、長期

的な取組みの投資効果の向上に繋がると考えられる。 

また、近年では、生物情報として環境 DNA の調査結

果を用いて生息ポテンシャルマップを作成した研究も

報告されており 4）、多地点の生物情報を基にしたより

高精度での生息ポテンシャルの推定が期待される。 

 

４．おわりに 

本検討の内容は、有識者からなる検討会（座長：中

村圭吾上席研究員、土木研究所）での議論、助言を反

映して、「河川事業における生態系保全に関する評価の

手引き（実務者向け）（案）～生態系ネットワーク形成

に向けて～」（令和 3年 6月 国土交通省水管理・国土

保全局河川環境課）としてまとめ、国土交通省のサイ

トで公開されている。 

（https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/ka

nkyo/gaiyou/panf/seitaikei_network_hyoka.pdf） 

同手引き案では、検討した評価導入の段階、活用方

法、評価手法について解説したうえ、これらの観点を

インデックスとして全国の研究事例、導入事例 18 件を

整理し、各事例の概要をそれぞれ 2 ページで紹介して

いる。事例の引用元となる資料・文献情報も掲載して

いるので、現場での活用場面や用途に応じて、参考と

なる事例を確認し、さらに掘り下げていただくことも

できる。生態系ネットワーク形成に携わる多くの方に

手に取って活用いただきたい。 
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